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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 5－11 部・課 企画部 情報統計課

事　業　名 統合型地理情報システム整備事業

02 07 04

実施方法
国庫･
県単

県が直接実施（㈱NTTデータ、NTTファイナンス株式会社）

実施期間 H15 根拠法令等

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

・行政が保有する各部局の地理情報を共有化し、行政事務の高度化・効率化を図るとともに、視覚的情報を活かした県民
サービスの向上を図る。

対　象 ・行政用は各部局・現地機関を対象とし、公開用（しんしゅうくらしのマップ）は主に県民を対象とする。

目指すべき姿
・様々な地理情報をシステム上で共有化することにより、行政事務・計画策定の高度化・効率化を図る。
・インターネットを通じた地理情報の提供により、県民サービスの向上を目指す。

事業内容

・統合型地理情報システムの管理・運営
・各部門間で共有する地理情報の整備及び更新
・職員研修会の開催

23年度 24年度（当初）

18,357 18,260

18,357

18,278

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 1.00

千円 26,674

千円

千円 18,278 18,270

サービス提供業務委託料　　18,270千円
(委託先：NTTデータグループ共同企業体）

千円 18,357 18,278 ―

千円

1.00 1.00

8,258

26,536 26,528

168 153

87,018

10

86,854

24年度（見込）

10

8,317 8,258

22年度

79,107

61,685 78,958

23年度

8

公開用システムアクセス件数
（成）

53,207

232

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
円/件

件

行政用システムアクセス件数
（成）

件

研修会開催件数（活） 回

⑤
事
業
の
課
題

区　分

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23)

事業ニーズの変化

県の関与を見直す
余地
事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　横ばい

事業成果・評価

・登載情報の整理を行い、利用者にわかりやすい
情報提供を行う。
・行政用システムのアクセス件数は、前年度の1.2倍
である74,022件以上とする。
・公開用システムのアクセス件数は、前年度の1.2倍
である63,849件以上とする。

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・本システムの利用は増加傾向にあるが、更なる利用促進を図るため、広報活動や掲載情報の一層の充実を図っ
ていく。また、関係各課のホームページからリンクを設定するなど、より利便性の高い活用方法を検討していく。

特記事項 平成23年度信州型事業仕分け実施事業

評価区分

・利用者ニーズの視点から、登載情報の精査と新たな情報の追加を行っ
た。
・行政用システムのアクセス件数は、78,958件であり、目標値の1.1倍であっ
た。
・公開用システムのアクセス件数は、79,107件であり、目標値の1.2倍であっ
た。

判
定
の
説
明

□　減少

□　当面余地なし ■　余地あり

□　当面余地なし □　余地あり

・アクセス件数の推移から、ニーズが増加傾向であると認められ
る。
・県が保有する行政情報を民間企業に委託して実施している事
業であり、県の関与を見直す余地はない。
・システム改善等を通じて、更なる効率性を図る余地はある。

b

判　定　・　説　明

期待どおり

■　増加

□　余地なし

■　余地なし

（効率指標算出式）
決算額（一般財源）／アクセス件数

内　線

E-mail

担
当
課

左記以外のH23年度実績

5110

joho@pref.nagano.lg.jp

23年度事業費の主な内訳

地理空間情報活用推進基本法、地理空間情報活用推進計画、地理空間情報の活用推進に関する行動計画

県単独事業


